
長期避難者の生活拠点整備における
地域コミュニティの形成にむけて
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東日本大震災と福島第一原子力発電所
事故による被災の特徴

①地震・津波とともに原子力災害による広域的・複合的
な被災
②広域避難
③家族・地域の離散
④避難の長期化
⑤「興す地域」を持たない住民
“The Post‐Disaster Needs Assessments（PDNAs）”

災害によって被害をうけた人びとのニーズを的確に把握で
きているかどうか

→災害は、人びとのいのちや住居をうばうだけでなく、生活基盤
やコミュニティそのものをうばい、個人としての誇りや尊厳をもう
ばいかねない
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事故前の世帯数（2011年3月1日）

実質の世帯数 （2013年10月1日）

増加率（％）

世帯 ％

進む家族離散・世帯数の増加

避難町村の原発事故前と現在の世帯数
資料：『福島民友』2013年11月5日付
注）浪江町の実質の世帯数は8月1日現在、楢葉町は11月1日現在。



災害関連死
H24.3.31現在1632人 → H25.12.17現在で2911人

死因の主な理由は、避難所生活および避難の移動中の肉体的・精神的疲労、病院機
能の停止など
・系列の病院に搬送依頼するが断られた。過酷な寒さと食事困難、治療も受けられず。
・震災後は入院していた病院の床に寝かされていた。その後避難所に移送さ れ、医療行為を受けられなかった。
・濡れた衣服のまま15日まで過ごした。
・避難先の自治体の賃貸住宅に入居。夏は避難元よりかなり暑く感じられ、体 力も落ち、食欲もなくなって、腎臓が機能していな
いことが分かった。
・病院の医師・看護師等が患者を放置し避難し、妻が1週間近く放置され、精神 的に著しいショックを受けた。

死者の約９割は66
歳以上の高齢者
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災害によ
る直接死
1603人を
上回る。
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家族と地域の離散による介護需要の高まり

平成２３年1月（震災前） 平成２５年９月（震災後）

人数
H23.1を100％

とした場合
人数 増加率

要介護認定
者数（要支援

を含む）

被災市町村
（南相馬市＋双葉
８町村＋飯舘村）

6,036人 100% 8,259人 ＋36.8％

福島県全体 87,352人 100% 100,504人 ＋15.1％

介護サービス
の受給者数

被災市町村
（南相馬市＋双葉
８町村＋飯舘村）

4,872人 100％ 6,406人 ＋31.5％

福島県全体 74,037人 100％ 84,559人 ＋14.2％



避難指示区域等の見直し

国は、各市町村と協議の上、避難指示区域等の
見直しを進めている。

「帰還困難区域」（年間50msv以上）・・・５年経過しても、生活が
可能とされる年間20msvを下回らない地域。
「居住制限区域」（年間20〜50msv未満）・・・年間20msvを下回る

のに数年かかるとみられる地域。一時帰宅可。除染で線量が下
がれば帰還可能
「避難指示解除準備区域」（年間20msv未満）・・・早期の帰還に

むけた除染、都市基盤復旧、雇用対策などを早急に行い、生活
環境が整えば順次解除

→ ５年以上にわたり「帰還困難」とされる区域住民は、
約２万８０００人と政府は推計

避難指示区域等の見直しと住民の帰還

いつふるさとに帰還できるかメドが経っていないいつふるさとに帰還できるかメドが経っていない

避難の長期化

帰還困難区域帰還困難区域

５年以上にわたって帰還が困
難とされる住民が多数。

双葉町・大熊町は人口の約
95％が「帰還困難区域」

仮設住宅等の入居期限（災害救助法では原則２
年、今回は、１年延長し、H26.3月末まで）
仮設住宅等の入居期限（災害救助法では原則２
年、今回は、１年延長し、H26.3月末まで）

しかし、それ以降は入居可能かどうかは不明

それ以降は・・・それ以降は・・・

広野町 

伊達市 

いわき市 

楢葉町 
(2012/8/10~) 

川内村 
(2012/4/1~) 

田村市 
(2012/4/1~) 

福島第二 
原子力発電所 

葛尾村 

大熊町 
(2012/12/10~) 

浪江町 

富岡町 

(2013/3/22~) 
(2013/4/1~) 

(2013/3/25~) 

358人 
(117世帯) 

1,329人 
(407世帯) 

54人 
(18世帯) 

7,510人 
(2,729世帯) 

8,745人 
(3,503世帯) 

3,318人 
(1,178世帯) 

2人 
(1世帯) 

270人 
(76世帯) 

5,268人 
(1,618世帯) 

506人 
(130世帯) 

12,092人 
(3,737世帯) 

791人 
(208世帯) 

8,193人 
(3,024世帯) 

13,306人 
(4,731世帯) 

区域外 

51,399人 
(18,738世帯) 

区域外 

39,692人 
(12,314世帯) 

区域外 

区域外 

区域外 

2,475人 
(988世帯) 

区域外 

253人 
(77世帯) 双葉町 

(2013/5/28~) 

南相馬市 
(2012/4/16~) 

1,071人 
(311世帯) 

126人 
(44世帯) 

川俣町 
(2013/8/8~) 

飯舘村 
(2012/7/17~) 

 

20km 

福島第一 
原子力発電所 

4,207人 
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276人 
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370人 
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帰還困難区域 （約24,700人/約9,200世帯） 
 
居住制限区域 （約23,300人/約8,500世帯）  
避難指示解除準備区域（約32,900人/約11,200世帯） 

凡例          

※ 市町村名の下のカッコ内の日付は、区域見直しの施行日 

避難指示区域の概念図と各区域の人口及び世帯数（平成25年12月末時点） 

※市町村からの聞き取った情報（平成25年12月末時点の住民登録数）を基に原子力被災者生活支援チームが集計。 

経済産業省資料による

田村市都路地
区について

は、H26.4.1に
避難指示解除



生活再建と地域復興の障壁

①原発の収束のメド
②安全・安心な生活ができる除染の進捗
③東京電力による賠償と住まい・仕事の再建
④低線量放射能への不安

→時間軸の不明確さと生活再建の遅れが大
きな壁に
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原発事故を経験した「私たち」が
共有しなければならないこと

• 原発政策の是非にかかわらず、事故によって
被害をうけた人びとの「苦悩」を理解すること

• 事故は一度起こると、「不可逆的」な効果をも
たらすこと

• 事故の教訓を国や自治体、メーカー、事業
者、国民のすべてが「学ぶ」こと

• そのことが、原発を抱える世界中の国々の教
訓にもなり得ること



長期避難者の生活拠点整備における
コミュニティ形成にむけた課題

• 元々の人口減少と原子力災害による人口変動をふまえた政策・ビ
ジョンづくり

• 災害救助法など自然災害を想定した制度では対応しきれない、長
期にわたる避難生活を見すえた制度づくり →「原子力災害対策
基本法」（仮称）

• 中長期的な「地域の復興」を見すえながら、短期的な生活再建に
ともなう一人ひとりの個人や家族の「人の復興」を優先すること

• 長期避難者の生活拠点整備の全過程における住民参画の必要
性

• 災害公営住宅だけでなく、自力再建する住民をも包摂するような
長期避難者の生活拠点整備の必要性

• 「住まい」だけでなく、「仕事」「教育」「福祉」「コミュニティ」を再建で
きるように

• 受入先自治体の住民との「共生」をはかる交流活動
• 福祉行政など自治体の行政機能の広域連携の必要性
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「管轄当局は、国内避難民が自らの意思によって、安全
に、かつ、尊厳をもって自らの住居もしくは常居住地に帰還
することまたは自らの意思によって国内の他の場所に再定
住することを可能にする条件を確立し、かつ、その手段を与
える第一義的な義務および責任を負う。管轄当局は、帰還
しまたは再定住した国内避難民の再統合を容易にするよう
努める」ことを定め、

「自らの帰還または再定住および再統合の計画策定および
管理運営への国内避難民の完全な参加を確保するため、
特別の努力がなされるべきである」としている。

「国内強制移動に関する指導原則」（以下、「指導原則」）
第五部 「帰還、再定住および再統合に関する原則」

GPID日本語版作成委員会 編(2010)『国内強制移動に関する指導原則 日本語版』GPID日本語版作成委員会(原著は、
UnitedNations,1998,Report of the Representative of the Secretary‐General, Mr. Francis M. Deng, submitted pursuant to Commission 

resolution 1997/ 39, Addendum, Guiding  Principles on Internal Displacement , E/CN.4/1998/53/Add.2,(11February)



「自然災害時における人々の保護に関するIASC活動ガイドライン
(日本語版)」

 「被災者の移動に対する権利は、避難を強いられているか
否かを問わず、尊重し、保護されるべきである。この権利
は、危険地域に留まるかまたはそこから離れるかを自由に
決める権利を含むものとして理解されるべきである」（D.2.1）
としている

 避難者が「緊急段階の後において、避難状態に対する持続
的な解決にむけての支援を受けるべき」とし、①元の居住地
（「帰還」）、②避難者が避難している地域（「避難地での統
合」）、③国内の他の場所（「国内の別の場所での定住」）で
のいずれかの地で「持続的な統合」をはかることを提起して
いる



「自然災害時における人々の保護に関するIASC活動ガイドライン
(日本語版)」

 こうした措置が実施される場合にも尊重しなければならない条件
を提示しかつこれはすべて尊重される必要があるとしている。それ
は、

(a)法律で規定されている

(b)被災者の生命および健康の保護のみを目的とする

(c)被災者が決定の過程および理由について情報提供を受けている

(d)場所の選定から住居の建設、サービス、生計手段の機会に至る
までの移住の全段階において、被災者が協議を受け、被災者にそ
れらの決定および実施に参加する機会が与えられている

(e)次の条件に従い、被災者に国内の別の場所での定住の機会が与
えられている



社会精神リハビリセンターの設置役割

およそ２年間で森を開拓しつくったスラブチチ

一度はバラバラになった住民が、自ら希望
するまちをつくる

ウクライナ・スラブチチ



長期避難者の生活拠点を「住まい」と「交流」の拠点へ

災害公営
住宅

災害公営
住宅

自力再建
の住まい
自力再建
の住まい

住民の

交流拠点
の整備

住民の

交流拠点
の整備

役場・出
張所

役場・出
張所

学校・医
療・福祉
学校・医
療・福祉

ネットワークとしての「町外
コミュニティ」

スポーツ・文化・
サークル活動など住
民活動ができるス
ペースがないという

声も少なくない

単に、災害公営住宅を整備す
るだけでなく、財物賠償がす
すむ中で、自力再建する住民
ともコミュニティの形成が維持
できる環境の整備

福祉行政の広域連
携と役割分担（保
健師・地域包括支
援センター・高齢者

施設等）



避難者の健康的な生活を確保するための
総合的・包括的「ふくし」施策の実施

• 「ふくし」・・・単に生活困窮者・高齢・障がい者などの社会福祉
事業のみならず、保健医療・住民による地域福祉活動・生きが
い就労など、住民の「出番と居場所」の創設

• 自立支援型ふくしサポートセンターの設置
– 住民の自発的・自立的な活動を支援するためのサポート拠点

（バラバラになったコミュニティの再構築）
– 高齢者・障がい者・児童の垣根を越えた総合相談窓口
– 生活不活発による閉じこもり解消のための健康づくり
– 民生・児童委員活動へのサポート

– 保健師・地域包括支援センター・民生委員・復興支援員・生活
支援相談員・きずな事業の支援員など支援者の連絡調整機能

– NPOなど外部との連携（もしくは委託）



Cエリア

Bエリア

Aエリア

広域連携による「ふくし」

保健・福祉など広域連携
保健師や地域包括支援センターの
区域ごとの担当制

ふくしサポート
センター

ふくしサポート
センター

ふくしサポート
センター

A自治体
の住民

B自治

体の住
民

C自治

体の住
民

A自治

体の住
民

C自治

体の住
民

C自治体
の住民

B自治

体の住
民

A自治

体の住
民

要介護高齢者など支援対象
者情報の共有（条例改正？）

B自治体
の住民



長期避難者の生活拠点整備における検討メモ①

• 災害公営住宅周辺の施設整備

– 戸建て希望が根強い中で、集合住宅への「狭さ」を心配する住民に対し、もと
もと戸建ての際に持っていたような機能を外部化・共同化（シェア） →集合住
宅でもくらしやすい環境整備

• 倉庫などの収納機能 ・菜園（いきがい農業） ・公園

• 介護等（グループホームやデイサービスなど）

• 子育て機能の共同化（学習支援や子どもの居場所づくりの常設化など）

– 災害公営住宅入居者だけでなく、地域住民が利用できるような機能の充実
（受入先自治体の住民も住みやすいまち・・・例）カフェや食堂などによる被災
者の仕事づくり）

• 「町内コミュニティ」との連携

– 帰還困難区域の住民も「帰還」できる町内での住居確保（災害公営住宅もし
くは払い下げ方式など）

– 「一時帰宅施設」（三宅島の例）の設置

• 木造仮設住宅の「再利用」

– 町内の一時宿泊施設として利用

– 非居住施設への転用



住民の帰還意志を維持する町内拠点の整備を

三宅島活動火山対策避難施設



Ｂ−１グランプリ in 豊川

みごとゴールド・グラ
ンプリを受賞した
「浪江焼蕎麦太国」

おこす町を持た
ない住民
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• ソフト事業

– 復興支援員を各エリア単位で

– 住民の自主的・主体的な組織への支援

– 避難先における受入先コミュニティの「共生」
• 地域の自治会への参画

• 合同運動会や祭り

• 制度的課題
– 入居方法や家賃の明示（他の自治体による災害公営住宅との公平性を考慮して）

– 避難指示が解除された住民（入居時）で、すぐに帰還ができない住民の入居

– グループ入居や、フロアごとのまとまり（自治体単位など）によって、その後の住民自治活動
がしやすい配慮

• 自力再編をする住民とのコミュニティ形成

– 災害公営住宅のまわりに、「スープの冷めない距離」で家族が自力再建でき
るよう融資優遇や宅地造成による整備、戸建公営の払い下げ方式などの検
討

• 教育機能の連携（双葉でしか学べない教育）

長期避難者の生活拠点整備における検討メモ②



長期避難者の生活再建にむけた
基本４原則〜複線的復興〜

見通しの立たない避難生活において、原発事故による
長期避難者の生活再建をめざす上で、各種の制度・
施策の改善や創設が求められるが、その際、その基
本とも言うべき原則を４つ示す。

1. 帰還の有無に関わらず、個人や家族の生活再建
が何よりも最優先すること。

2. 帰還をする住民の「特別な努力」に報いること。

3. 帰還を当面選択しない住民も公平な取り扱いを
すること。

4. 長期避難者の市民権（シチズンシップ）を確立す
ること。



復興にむけた大事な視点

尊厳尊厳

生存生存 生活生活

個人や家族、
そして地域その
ものが尊厳を
回復していく過

程

いつまでも被災
者と呼ばれたく

ない・・・
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「ふくしまに世の光を」から
「ふくしまを世の光に」へ

障がい児福祉の先駆者・糸賀一雄は、障
がいのある子どもたちが哀れみや同情の
存在ではなく、その子ども自身が「光って
いる」、「世の光」になることが必要である
と訴えた。

糸賀一雄の言葉・・・「この子らに世の光を」ではなく、
「この子らを世の光に」 26


